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2010春闘要求の回答について、道市町村課との交渉を実施
１　３月11日、道本部は2010春闘要求について道から回答を受け、重要項目について道市町村課からの見解を求めた（回答内容は別紙参照のこと）。道本部からは藤盛敏弘副委員長他５名、道市町村課は吉田 隆課長他２名が対応した。
　　冒頭、藤盛副委員長は「今年も春闘期に入り、民間大手組合も要求書を提出し、交渉が本格化してきている。自治労も明日12日を対自治体闘争統一行動日と設定し、29分時間内くい込み集会を配置している。厳しい経済情勢は私たちも重々承知しているが、この間の政府や経営陣の弱者切り捨てのやり方は断じて許すことはできない」と述べ２月17日に提出した重点要求に対する回答（３月１日）の内容について説明を求めた。
２　交渉内容は以下のとおり。

（１）賃金要求に関する基本認識について

道本部は、春闘アンケートによればここ数年の傾向として組合員が生活苦を訴えることがほぼ固定化された中での賃金要求であると指摘した上で、職員の生活実態や賃金の引上げ要求に対する基本認識について質した。道市町村課は「賃金引き上げ要求は、労働者の権利であると理解する」としたものの、職員の給与の決定については、「給与勧告や地方公務員法に規定する給与決定の原則などを踏まえて、各自治体で判断すべきものと考える。」との具体性のない回答に止まった。これに対し、道本部は、「現在、公務員制度改革において争議権の制約はありつつも一般の非現業職員に対して、協約締結権付与と人勧制度の廃止が検討されていることもあり、自治体職員の賃金労働条件の決定方法が大きな転換点を迎えようとしている。北海道の役割も大きく変更を余儀なくされるものと思うので、こうした動きに対して十分に情報収集するなど努めていただきたい」と申し入れた。
（２）独自削減に対する見解について

多くの自治体で継続されている独自削減に対して、道本部は「1990年代後半以降は自治体財政事情を起因とした独自削減、その削減率も年々引き上がる傾向にあり再生団体となった夕張市以外にも、新たに留萌市、美唄市において15％を超える独自削減が、行われているが、多くの自治体でも強要されている」と指摘し、人事院勧告や地方公務員法の規定に反する異常な事態に対する道市町村課の見解を質した。これに対し道市町村課は「地方公務員の給与については、地方公務員法第24条の均衡の原則に基づき定めることとされているが、独自削減については、近年の厳しい財政事情等を踏まえ、財政の健全化を図り、住民サービスを維持向上させるため、やむを得ず、職員の理解を得ながら実施されているもの」との認識を示した。
それに対し、道本部は「自治体財政健全化法により、健全化団体や再生団体への指定を回避するために、大幅な職員人件費の削減をはじめ、民間委託や指定管理者制度の活用などで、行政コストを下げる努力を行っている。にもかかわらず、懲戒処分の減額を超える削減を強いなければならない現状は、単に地方自治体の放漫経営の結果であるとは言い切れない。生活権を脅かされるような削減幅を容認する、または、強要することはあってはならないはずだ」と追及を強めた。
道市町村課は「財政状況が厳しい市町村においては、その健全化を図ることが重要な課題となっていることから、自ら徹底した行財政改革に取り組んでいるところであり、こうした中で、職員給与についても、各自治体の職員の生活実態については理解しつつも、苦渋の決断をして、職員の理解を得ながら削減を行っているものと承知している」との回答を示した。そこで、道本部は「給与決定の原則を踏まえるならば、独自削減は財政的な事情で実施するあくまで臨時的・緊急的なものに限定し、長期にわたって勧告を無視するようなことは関係法に抵触する事態と言わなければならない。自治体の判断を最大限尊重すべきである。道としても是非検討していただきたい」と強く申し入れた。
（３）財政制度を通じた人件費に対する地方自治体への関与について
退職手当債の発行、病院特例債などの認可に関わって、国家公務員を上回る措置を取っている自治体には適正化が求められていることに対して、道本部は「すでに独自削減を長期間行い、ラス指数も100を大きく下回っているのに、一律的な人件費の削減や住居手当、さらに適用給料表の構造や昇格基準の改悪等が具体的に指摘をされている。私たちの主張は総体の人件費の枠で議論すべきで、個々の細部にわたる条件をみて、そこに特化した助言は行わないよう対応いただきたい」と指摘し、道市町村課の見解を質した。
これに対し、道市町村課は「基本的に、各自治体が国の通知等の趣旨や地域の民間企業の給与状況等また、財政運営も考慮されて各自治体で判断され、措置すべきと考える。道としては、各市町村の要請に応じ、情報提供や必要に応じた助言を行って参りたい」との回答であったため、道本部は、多くの自治体において財政事情を理由に機械的な助言がなされている。赤平市等では病院特例債借入に関係し、住居手当の廃止等を助言されているので、昨年11月の原口総務大臣の答弁、「助言などは抑制的にすべき」とした発言も踏まえ、道としても今後の対応に配慮するよう申し入れた。
（４）自治体における非正規職員（臨時・非常勤等職員）の課題

道本部は「連合は今春闘において官製ワーキングプアを撲滅する運動を取り組み、すでに各自治体へも要請書を提出し、道本部も春闘の重点課題の一つとして自治体に任用される臨時・非常勤等職員の賃金労働条件の改善を求めている。市町村の臨時・非常勤職員は法令上乗り越えなければならない課題はあるが、国の制度に準ずるとしながらも実態は前進していない」と述べ「どのような形で市町村に対し助言を行うこととなるのか明確に示して頂きたい」と見解を質した。道市町村課は「市町村等の臨時職員については、地公法が適用されることから、その勤務条件については、それぞれ地域の実情を踏まえ、国及び他の地方公共団体の職員並びに民間事業の従業者の状況などを考慮し、各市町村等において条例などにより、定めることとされている。」「昨年国が実施した、『臨時・非常勤職員に関する調査』の結果や関係通知の送付など、情報提供を行ってきており、調査から課題が浮かび上がれば適切に対応していきたい。」と回答した。これに対し、道本部は「法整備の不充分さを改善するよう求めることも地方自治体の役目であり、私たちも必要な取り組みを自治労本部に対し引き続き求めていくので、道としても国に働きかけを行い、最低限、国の臨時・非常勤職員と均衡を失わないような待遇となるよう各自治体に助言して欲しい。」と要請した。
（５）時間外勤務手当月60時間以上の割増率の引き上げについて

時間外勤務手当割増率について、「２月25日にやっと条例準則が総務省から示されたが、まず、労基法の改正主旨は長時間にわたる時間外労働を事業主にさせないことを基本理念に制度改正を行っている。」と指摘し、道として時間外労働に対する基本的認識を質した。道市町村課は「恒常的な時間外労働は、職員の心身の健康と公務能率に多大な影響を及ぼすため、その縮減の必要性を認識しており、喫緊の課題であると考えている。道としては平成21年２月27日付けの「超過勤務の縮減に関する指針について」（人事院事務総局職員福祉局長通知）など関係通知を各自治体に周知しており、本通知の主旨に沿って、各自治体においては、自ら判断し、対応しているものと考える」と見解を述べた。道本部は今回の法改正の取り扱いで割増の上限を150/100とし、法定休日（日曜日）は60時間から除外することなどにより、管理が非常に複雑になるが、例えば60時間の割増を単純に25％引き上げること、法定休日の扱いは導入しない等というように、仮に自治体がこのような取り扱いをした場合、何か特別な助言があるか、どうような情報を得ているかを質した。道市町村課は「制度改正状況については、現段階では情報は得ていないが、来年度春に予定している総務省調査の結果を踏まえ、必要に応じ、助言等の対応について検討して行きたい」と回答した。
　道本部は、「基本は国に準じて見なおす自治体が大半であると考えられるが、最終的にはそれぞれの自治体で整理されていくと思うが、適切な助言について道市町村課としても対応願いたい」と申し入れた。

（６）給与・諸手当の適正化等について

自宅所有者の住居手当について、昨年の原口総務大臣の答弁や副大臣通知、総務省調査から住居手当が外れてきていることなどを踏まえ、道市町村課としての考え方を質した。道市町村課は「基本的に各自治体が国の通知等の主旨や民間企業の給与状況等を考慮して措置すべきものと考えている」と一般的な回答であったが、「原口大臣発言以降、書きぶりは大きく変わり、また制度も変わってきている。総合的に法にのっとって対応する必要があると考える」と政権交代による変化を認識する回答があった。
次に道本部は「わたり調査」について、昨年の調査内容については各都府県においてその判断が異なり、調査内容の信憑性について疑問があることから、今後の道市町村課としての対応について質した。道市町村課は「わたりについては任用制度を阻害する要素があり、職員の士気の低下を招くなどの問題点があることから、国の通知の趣旨を踏まえ、また、今後実施が想定される総務省調査の結果を踏まえながら適切に対応するよう適宜助言して参りたい」と回答したため、道本部は、総務省が地方自治体の職員の人件費問題について、助言などは抑制的にするとした総務大臣答弁を踏まえ、慎重な対応を行うよう求めた。

（７）現業・公企職員の給与決定について

現業・公企職員の賃金について、「労働条件の決定については各自治体における、自主的・主体的な判断に基づくものとして、受け止め、助言等を行わないでいただきたい」と強く申し入れた。これに対し、市町村課は「現業職の給与に関しては「均衡の原則」の観点から道の立場として各自治体に対し指導助言はせざるを得ない。動き等については情報交換をして参りたい」との回答であった。

（８）その他の課題について（育児・介護休業法改正に係わる課題など）
育児休業の復職時調整、勤務時間短縮などについて、早急に調査され、適切な助言を行うこと、また、今年6月30日を施行日として育児・介護関係の制度改正について、国と同様に改正を行うためにも助言をいただきたいと申し入れた。道市町村課は「例年春に実施される総務省調査により22年４月1日での状況を把握する予定であり、この結果を踏まえ、法令に基づいて必要な条例整備等が速やかに講ぜられるよう引き続き助言また情報提供をして参りたい」と回答した。
（９）最後に、藤盛副委員長から①率直に申し上げて、各地域の組合員の状況を考えると回答は満足のいくものではないが、今日段階の結果として受け止めざるを得ない。②各課題等の前進に向け道からの協力を引き続きを求める。③臨時・非常勤等職員の処遇問題については、各自治体での歴史的経過もあるだろうが、極めて厳しい雇用不安をずっと抱えている状況に置かれている。④自治労としても積極的に取り組みを進めるが、道の先進的な取り組みが全道への波及効果をもたらすものであるので、積極的な対応を強く要請する。と申し入れ、今後も厳しい環境の中で行財政運営を強いられている自治体へ道としての適切な対応を引き続き求めて、交渉を終えた。
３　道市町村課交渉の内容は、以上のとおりであるが、本日の道市町村課の回答は、春闘期が賃金確定期とは異なり、人事院（委）勧告を８月以降に控えている段階であるため、総体的に具体性が無く、極めて不十分な内容に止まっている。
しかし、今春闘は２年後の協約締結権付与と人勧制度廃止など新しい公務員制度を見据えた足固めの時期とし、春闘を一年の賃金・労働条件闘争のスタートとして位置づけ直した。引き続き、３月24日の中央段階のヤマ場に向けて、今春闘の取り組みをさらに強めていく。
　　各単組においては、３月12日の対自治体闘争の全国統一行動（29分時間内くい込み集会）に結集し、自治体当局の使用者責任を果たすべく、追及を強めること。
以　上

































PAGE  
- 1 -

